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飲食店検索サイトの有料会員サービスを
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― 利用形態と職種の側面から ―
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要約
本研究の目的は，飲食店検索サイトの有料会員サービスの利用形態を消費行動として捉え，実店舗における外食サービス

（オンライン）とインターネットで提供される情報サービス（オンライン）との関連を明らかにすることである。飲食店検索サ
イトにおける有料会員サービスに関するアンケート調査に対し，コレスポンデンス分析を行った結果，『インターネット環境の
オンラインとオフライン』と『情報の探索とサービス利用』の度合い，そして『職種』が関連し合うことがわかった。
このことから，消費者のグループは，情報の『探索グループ』，『提供グループ』そして『実店舗グループ』に分けられ，飲
食店検索サイトの有料サービスは，評価や写真などの情報を探索や提供するだけでなく，クーポン券や割引などの特典や予
約など実店舗におけるサービスが求められていることが明らかになった。また，技術系，事務系を除く営業系の会社員，公
務員，学生が飲食店検索サイトの有料サービスを比較的使いこなしているなかで，各々の職種の集団を「高関与型」（有料
会員）に導くためのアプローチを提案することができた。
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I. はじめに

1.1 研究の目的と背景
本研究のテーマは，検索サイトの有料会員サービスを利

用する消費者の分析であり，消費者の検索サイトにおける
利用形態が研究の対象となる。本研究の目的は，外食（オ
フライン）が主となる消費行動の際に，有料会員サービス
を念頭に消費者が検索サイトを利用する行動（オンライン）
を調査・分類し，その傾向を明らかにすることである。そし
て，最終的には，明らかになった消費行動の傾向をもとに，
消費者の属性である職業との関連性を明らかにすることに
よって，消費者の求める検索サイトの有料会員サービスの
存在意義 , 有料会員サービスの次なるターゲットを捉えるこ
とを到達点と考える。

近年，スマートフォンの普及による検索サイト，アプリの競
争激化により，消費者を取り巻く情報環境は変化の様相を
示している。無料の検索アプリ，つまり，検索の土台である

プラットフォームに，評価や写真を投稿する機能が付加さ
れることによって，消費者は，検索するにとどまらず，評価や
写真などの情報を積極的に提供するようになってきた。さ
らには，検索サイトは，消費者が投稿した評価を集め，より
精度の高い検索機能や割引,クーポン,ポイントの発行な
ど購買に関する特典を持つ有料会員サービスを提供する
に至っている。今やインターネット接続（オンライン）すれば，
さまざまな飲食店の情報を検索することができる状況にま
でなってきた。

しかし，消費者を見渡してみると，無料の検索プラット
フォームとしての利用はあるものの，有料化された検索サー
ビスは，深く浸透しているとまでは言えない状況である。
しかし，楽天が「ぐるなび」と, 携帯電話 auを保有する
KDDIが「食べログ」を運営するカカクコムと資本業務提
携するなど, 圧倒的な速度で進化を遂げるITビジネスに
おいて，検索サイトの一部有料化は，検索サービスを提供
する企業の永遠の課題とも言われているなか，消費者の
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視点から検索サイトの有料会員サービスの存在意義を捉
えることは重要だと考えられる。

1.2 研究方法と対象
本研究では，飲食検索サイトにおける有料会員に焦点を

あて，一次データ調査（アンケート）により，消費者が検索
サイトを利用する消費行動を調査・分類し，消費者の利用
形態トと消費者の属性である職種との関係性を分析した。

まず第 1に, 検索サイトの利用についての有無を確認の
うえ, 消費者の検索サイトにおける操作項目を抽出し，その
各々の操作（消費行動）について行ったアンケート調査
に対し, 消費者分析（因子分析）を行った。さらに，因子
分析の結果から，クラスター分析を実施し，6つのクラスター

（群）に分け， 6つのクラスターと利用者の職種との関連
性について分析し，飲食店検索サイトにとって, 有料会員
数を拡大させる方策を考察した。

1.3 本稿の構成
まず，第２章で検索サイトにおける消費行動に関する先

行研究のレビューを行う。次に第 3 章においては，今回
行ったアンケート調査とその分析により, 飲食店検索におけ
る消費者の利用形態と職種との関連性を取り上げ，仮説
を構築する。そして，第 4 章では，分析の結果と仮説の検
証を行い, 第 5 章で，分析結果について検索サイトの運営
側の視点から，有料会員数の拡大のためのアプローチを
考察し，要約，明確にしたことによる貢献と今後の課題につ
いて整理し，本研究のまとめとする。

II. 先行研究のレビューと本研究についての仮説

2.1 インターネットにおける消費者行動
村本理恵子・菊川暁（2003）は,オンライン・コミュニティ

に属する利用者のうち, 積極的に発信するのは約１割で,
残り9 割は情報を探索して閲覧専門1）するのみであるが,
秩序を保つ意味でも重要であるとする。消費行動とイン
ターネットにおける情報共有との関係性について,池尾恭一

（2003）は消費者間のコミュニケーション（ネット・コミュニ
ティ）が購買意思決定過程の中で与える影響から, 消費
者情報源としてネット・コミュニティを捉え, 宮田（2005）は,
社会心理学の側面から, 消費者自身を取り巻く 他者の知
識量が低くしかも,日常的に接する消費関連情報量が少
ない人はオンライン・コミュニティ上の情報が購買意思決
定に与える効果が大きいことを指摘している。さらに, 宮田
(2006)は, 消費行動における他者の重要性の観点から,オ
ンラインでの口コミの影響を指摘している。また,近（2006）
はプラットフォームとしてのウエブにおいて,ブログやＳＮＳな
どによってネットワークへの参加が容易になったためクチコ
ミの重要性が増したとする。宮田加久子・池田謙一
（2008）は,オフラインとオンラインで重層化する消費者コ
ミュニケーションに触れている。中でも, 今回採用するレスト
ラン・飲食店については,レジャー・旅行に次いで話題に
されているとする。

さらに, 濱岡・里村（2009）は,オンライン上でのクチコミ
をＥクチコミとし,その発信 , 受信行動について, 態度や評
価への影響にまで言及している。また, 池田（2010）は,ク
チコミ行動をスノーボール調査（雪だるま式紹介標本法）
により, 職業を含む消費者タイプを考慮した消費者行動の
分析を行っている。近（2015）では, 企業側の視点とし
て,ネットからリアル店への集客（送客）であるOnline to 
Offline（オンライントゥオフライン, 略してＯ２Ｏとも言われる）
の手法も,インターネット環境の変化に伴い, 複雑化が進ん
でいるとする。

中川（2017）は, 消費者が, 特定の飲食店を繰り返し利
用して飲食店の予約を行うという行動を導くためには特定
の検索サイトに対するeロイヤイティの形成が必要だとす
る。

Kotler（2017）は,インターネットとのオンライン,オフライ
ンという接続性の側面からデジタル経済のマーケティングと
して, 消費者の購買プロセスを「カスタマージャーニー」と
して捉えている。

このように,インターネットを取り巻く消費者の研究が進む
中で, 無料のプラットフォームであった検索サイト,しかも有
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料会員サービスについて研究を進めることは有意義と考え
る。

2.2 本研究についての仮説
飲食店検索サイトは，消費者の情報検索のプラットフォー

ムの役割を担ってきたと言える。さらに，サイト運営会社が，
消費者に対しより精密な情報を提供する有料会員サービ
スを設定することにより，これまで無料のプラットフォームで
あったサイト運営会社と利用者の間にビジネスが発生し，
検索サイト市場が出現した。ただ依然検索サイトは，無料
で利用できるプラットフォームの役割を期待されており，す
べての利用者に一律の情報が提供されているなかで, 有
料会員が深く浸透しているとまでは言えない。そこで，「有
料会員サービスの利用者の, 検索サイトにおける利用形態
を明らかにする。」，「利用者は, 検索サイトの中で個々に細
分化された情報を期待しているのではないか。」をリサー
チクエッションとし，「利用者の職種によって検索サイトにお
ける利用形態は異なる」という仮説をたて検証した。

III. アンケート調査と分析

3.1 調査方法及び分析手法
本研究において取り上げる検索サイトは，検索サイトに

馴染みのない世代を含む広い年代にわたりアンケート調査
を実施するため, 最も会員数 , 登録店舗数の多い「食べ
ログ」2）を前提とした。また,インターネット上のツールである
ことから，インターネット利用者に対象を絞り, 株式会社マー
ケティングアプリケーションズのwebアンケートシステムを利
用して平成 29 年 2月5日にアンケートを公表し，2,405 名

（男性 1,153 名，女性 1,252 名；平均年齢 44.7 歳，標準偏
差＝15.6 歳）の回答を得た。

調査内容は，検索サイト利用者の消費行動を利用形態
の面から分析するため，まずは, 検索サイトを利用するかど
うかの設問の後 ,サイトにおける操作 11 項目を抽出し，使
用する操作を２件法にて質問すると同時に，属性ついては
経営者・役員,自営業 ,自由業 , 会社員（事務系 , 技術系 ,

その他）, 専業主婦 ,アルバイト・パート, 学生 ,その他の１１
カテゴリーから職業についての質問を行い,コレスポンデン
ス分析を行った。

分析は，次の3 段階で行った。第 1に，実際の利用形態
を明確にさせるため,検索サイトを利用しないと答えた集団
を除いたサンプルにつき, 検索サイトにおける11 項目の変
数について，相関が強いものに共通する基準を探し出す
ために探索的因子分析（最尤法，Promax回転）を行い，
因子を抽出した。次に，探索的因子分析を行った時に算
出された因子得点をもとにクラスター分析を実施し，クラス
ターを抽出した。最後に，クラスターと属性である職業との
クロス集計の結果をもとにコレスポンデンス分析を行い, 散
布図にし, 消費者のグループ化を試みた。

3.2.1 探索的因子分析による利用形態の因子の抽出
全体のサンプル数（2,405 人）から,「検索サイトを利

用していますか」の設問に対し「いいえ」と答えた集団
（1,205）を除いたため,「食べログ利用者経験者」1,200
人を対象に, 探索的因子分析を行った結果を表 1にまとめ
た。

固有値の変化 (2.85, 1.91, 1.23, 0.94,・・・)と因子の解
釈可能性を考慮すると，3 因子構造が妥当であると考えら
れた。なお，回転前の3 因子で11 項目の全分散を説明す
る割合は，54.39%であった。また,「店舗の所在地や電話
番号を調べる」は, 因子負荷量が0.35より低いため, 採用
しなかった。表 1の各因子の特徴に基づき，購買プロセス
の観点から，因子 1を積極的に見る, 調べる情報探索，因
子 2を積極的に情報提供を行う評価投稿，因子 3を購買
決定時に必要な行為から購買決定と名付けた。

3.2.2 クラスター分析による飲食店検索サイトの利用者
の分類

検索サイトにおける操作項目の探索的因子分析で得た
「情報探索」得点，「評価投稿」得点，「購買決定」得点
を用いて，Ward 法によるクラスター分析を行った。結果 6
つのクラスターを得た。第 1クラスターには415 名，第 2クラ
スターには32名，第3クラスターには462名，第4クラスター
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には170 名，第 5クラスターには61 名，第 6クラスターには
60 名の調査対象が含まれていた。人数比の偏りを検討す
るためχ2 検定を実施したところ，有意な人数比率の偏り
が見られた(χ2=914.57,df=5,P<.001)。次に，得られた6
つのクラスターを独立変数，「情報探索」「評価投稿」「購
買決定」を従属変数とした分散分析を実施した。その結
果，「情報探索」「評価投稿」「購買決定」ともに有意な群
間差がみられた( 情報探索 : F(5,1194)=747.81 , 評価投
稿 : F(5,1194)=3614.09 , 購買決定 : F(5,1194)=1424.32,
ともにP<.001)。さらに，TukeyのKramer 法 (5% 水準 )
による多重比較を行ったところ，「情報探索」については，
第 3クラスター = 第 5クラスター = 第 6クラスター < 第 1ク
ラスター < 第 4クラスター = 第 2クラスター，「評価投稿」
については，第 3クラスター = 第 5クラスター = 第 1クラス
ター < 第 4クラスター < 第 6クラスター < 第 2クラスター，
「購買決定」については，第 3クラスター = 第 6クラスター
< 第 1クラスター < 第 2クラスター < 第 5クラスター < 第 4
クラスターという結果が得られた。

クラスター分析の結果を鑑みて，一元配置の分散分析
を行いクラスターごとの平均の差の検定を行った結果 ,
各々のクラスターと, 因子得点の平均値が正と負で示し,
消費行動の特徴を購買プロセスから抽出して, 第 1クラス
ターを「情報探索専門型」，第2クラスターを「高関与型」，
第 3クラスターを「低関与型」，第 4クラスターを「情報探
索後購買決定型」，第 5クラスターを「購買決定専門型」，
第 6クラスターを「評価投稿専門型」と命名し,これらの
結果をまとめて表２において一覧にした。

3.3 6つのクラスターと職種のクロス集計とコレスポンデ
ンス分析の結果

次に,アンケート調査と同時に質問していた職種に関す
る項目と６つのクラスターについて,クロス集計を行ったの
が表 3である。

さらに,クロス集計表をもとにコレスポンデンス分析を行っ
た。消費者の利用形態から見出した６つのクラスター , 情
報探索専門型」,「高関与型」,「低関与型」,「情報探索

表 -1 操作項目の探索的因子分析結果 ( 最尤法 ,Promax回転後の因子パターン)
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後購買決定型」,「購買決定専門型」,「評価投稿専門
型」と,同時に質問していた「公務員」,「経営者・役員」,

「会社員（事務系）」,「会社員（技術系）」, 「会社員（そ
の他）」,「自営業」，「自由業」,「専業主婦」，「パート・ア
ルバイト」，「学生」,「その他」の１１項目から選択された職
種との関連性の分析を行った。

コレスポンデンス分析の結果から,まず ,　表 4から２つ
の軸が存在すると規定するのが妥当だと判断した。解析
結果を表 5に示し,６つのクラスターのみを抽出し, 散布図
に示したのが表 6である。

時限１の横軸は,「情報探索専門型」だけが正に,「評
価投稿型」,「高関与型」,「購買決定専門型」が負に,

「低関与」,「情報探索後購買決定型」が０に布置してい
る。飲食店の情報を検索する「情報探索」の因子が正に,
飲食店の評価や写真を投稿する「評価投稿」,クーポン
券や割引, 予約など実店舗での利用を目的とした「購買
決定」の因子が負に引き寄せているので, 横軸は, 検索の
プラットフォームとしての基本的機能を利用する「情報探
索」と,「評価投稿」や「購買決定」の付加機能として設
定された「サービス利用」が対立軸にあることがわかった。

次元２の縦軸は,「購買決定専門型」,「低関与型」が
正に,「情報探索後購買決定型」,「情報探索専門型」,

「評価投稿型」が負に,「高関与型」が０に布置している。
クーポン券や割引, 予約など実店舗での利用を目的とした
「購買決定」の因子が正に, 検索サイトへの積極的な利
用を行う「評価投稿」や「情報探索」の因子が負に引き
寄せているので, 縦軸はインターネットとの関連性の度合い
と考えられるので正のベクトルとして実店舗での利用に近
い「オフライン」, 負の方向にはインターネット環境に密着し
た「オンライン」が対立軸にあることがわかった。

そして,コレスポンデンス分析によって布置された職種群
を組み入れた表が, 表 7である。

コレスポンデンス分析から明らかになったのは, 検索サイ
トの接触（オンライン）動機が基本的な機能である情報
探索のみなのか,評価や写真など投稿したり,クーポンや割
り引き, 予約などの付帯サービスの利用の軸と,インターネッ
トとの関連性から実店舗での利用を想定したサービスで
あるオフラインと情報探索や評価や写真などの投稿である
オンラインとの軸から,３つの消費者グループの存在が明ら
かになった。

表 -2 飲食店検索サイトの操作項目のクラスター分析

表 -3 飲食店検索サイトの利用者の利用形態と職種に関するコレスポンデンス・テーブル
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表 -4コレスポンデンス分析に関する確認項目

表 -5コレスポンデンス分析結果
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表 -6 コレスポンデンス分析における６つクラスターの散布図

表 -7 コレスポンデンス分析による利用形態と職種に関する散布図
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まず , 検索サイトの基本的な機能である「情報探索」
因子を中心としたグループ「探索グループ」である。そこ
には,「情報探索専門型」,「情報探索後購買決定型」の
２つのクラスターが含まれ,「情報探索」に集中し,インター
ネット接続環境に依存した「自由業」,「情報探索専門型」
により近い「専業主婦」, 少しクーポン券や割引, 予約など
実店舗での利用（「購買決定型」）に触れた会社員（技
術系）が含まれる。

次に,クーポン券や割引, 予約など実店舗での利用に反
映する「購買意思決定」と, 検索サイトととの接点となる
因子が少なく実店舗での利用の割合が大きくなる「低関
与型」を含む「実店舗グループ」には,「自営業」,「経営者・
役員」,「その他」,そしてとびぬけてインターネット環境との
密接な繋がりを持つ「評価投稿型」, すべての因子を併
せ持つ「高関与型」を含む「（情報の）提供・（サービス
の）利用」グループには,「会社員（その他）」,「公務員」,

「学生」が分類されることが明らかになった。

IV. 分析結果と仮説の検証

4.1 「食べログ」における利用形態
検索サイトを利用を利用しないと回答した集団を除き,飲

食店検索サイトにおける，利用者の消費行動を，サイト内で
の操作 11 項目について因子分析を行ったところ，「情報探
索」，「評価投稿」，「購買決定」の3つの因子を抽出した。
飲食店検索サイトは，情報のプラットフォームの役割を担っ
ており，「情報探索」は利用者の基本的な行動ともいえる。
しかし，その検索サイトの情報の量と質が一定以上のもの
でなければ，消費者は利用しない。この「情報探索」とい
う消費行動は，第 2 因子の「評価投稿」が充実している
という裏付けがあってのものである。情報端末のモバイル
化が進み，飲食店で経験した製品・サービスを記録するに
とどまらず，自らの評価も添えて利用者は，「食べログ」に
投稿する。「評価投稿」された飲食店の情報つまり他者
の経験的情報源を「情報探索」していると言える。3つ目

の因子は，1つの店舗で特定の日時に人数，メニューを予
約する「購買決定」である。「食べログ」を通して予約し
た場合，割引やワンドリンクサービスなどの恩恵を受けるこ
とができることが多く，直接飲食店に予約するよりも，利用
者はお得感を感じることができる。

4.2 「食べログ」における消費行動による利用者の分類
飲食店検索サイトにおける，利用者の消費行動から3

つの因子をもとにクラスター分析を行った結果，6つのクラ
スターに分類することができた。3つの因子が揃う「高関
与型」，3つの因子がない「低関与型」，1つの因子だけの

「情報探索専門型」「評価投稿専門型」「購買決定専
門型」と2つの因子が揃う「情報探索後購買決定型」の
6つである。

6つの群のサンプル数（「食べログ利用者経験者」）の
合計 1,200 人は，全体のサンプル数 2,405 人の約半分で，
まだ，消費行動が定まらない利用者が多いことがうかが
え，「低関与型」が最も多く19.2％で，「食べログ」が消費
者に浸透しているとは言えない。「情報探索専門型」が
17.3％と「評価投稿」はしないけれども他者の経験的情
報源を求めている様子がうかがえ，「情報探索後購買決
定型」7.3％と「高関与型」派 1.3％と，「情報探索」という
消費行動が軸になっていることがわかる。

4.3 利用者の分類と属性である職種との関連性
クラスター分析から抽出した6つのクラスターと, 利用者

の属性の一つである11に区分けした職種のクロス集計
から実施したコレスポンデンス分析から明らかになったの
は, 検索サイトの接触（オンライン）動機が基本的な機能
である情報探索のみか,もしくは評価や写真などを投稿し
たり,クーポンや割り引き, 予約などの付帯サービスを利用
する軸と,インターネットとの関連性から実店舗での利用を
想定したサービスであるオフラインと情報探索や評価や写
真などの投稿であるオンラインの二つの軸があることが明
らかになった。そして,それらの散布図から,３つの消費者
グループの存在が明らかになった。３つのグループとは, 情
報探索のみを行う「探索グループ」,クーポン券や割引,
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予約など実店舗での利用に反映する「購買意思決定」と,
検索サイトととの接点となる因子が少なく実店舗での利用
の割合が大きくなる「低関与型」を含む「実店舗グルー
プ」,そして,とびぬけてインターネット環境との密接な繋が
りを持つ「評価投稿型」, すべての因子を併せ持つ「高
関与型」を含む「（情報の）提供・（サービスの）利用グルー
プ」である。

4.4 仮説の検証
本研究において, 職種によって検索サイトにおける利用

形態は異なるという仮説をたてた。職種と, 利用形態から
抽出した6つのクラスターをクロス集計した結果に対しコレ
スポンデンス分析を行った結果 ,「探索グループ」,「実店
舗グループ」,「提供・利用グループ」の３つに分かれた。
「情報探索－サービス利用」軸においては,「探索グルー

プ」＞「実店舗グループ」＞「提供利用グループ」で,「オ
フライン－オンライン」軸においては,「実店舗グループ」＞
「探索グループ」＝「提供利用グループ」となり,「探索グ
ループ」には,「自由業」,「情報探索専門型」,「専業主
婦」, 会社員（技術系）が,「実店舗グループ」には,「自
営業」,「経営者・役員」,「その他」,「提供・利用グルー
プ」には,「会社員（その他）」,「公務員」,「学生」が分
類されることから, 仮説は支持されたものと考える。現在 ,
有料会員サービスは, すべてに同様の情報を提供してお
り, 個々のニーズには対応できていないものと考えられる。

V. 考察
今回 , 調査の前提とした飲食店検索サイト「食べログ」

の有料会員サービスの顧客は,「情報探索」,「購買決定」,
「評価・投稿」の３つの因子を併せ持った「高関与型」
のクラスターである。しかし, 検索サイトを利用する集団の
中で1.3％ , 検索サイトを利用しない集団を含めると0.65％
と非常に少ない3）。サービスを受ける有料会員を増やすた
めには,コレスポンデンス分析の散布図から抽出した,（情
報）提供・サービス利用グループ内で,より「高関与型」

の利用者に誘導しなければならない。（情報）提供・サー
ビス利用グループには, 職種では, 会社員（技術系 , 事務
系以外）が最も近く, 続いて公務員と学生が同じ距離感で
布置する。

まず, 会社員（技術系 , 事務系以外）を見てみると,オン
ラインとオフラインのバランスはとれているものの,「高関与
型」より（情報）提供・サービス利用の度合いが低い。会
社員の営業職がこの分類に入ると考えると, 仕事のため,
接待用に積極的に利用しているのではないかと考察する。
営業職系の会社員を想定するならば , 接待利用に向いた
飲食店 , 少し高額で, 接待用のサービスを提供できる飲食
店を対象とした「接待用」のカテゴリーで構成した有料会
員サービスがあれば ,より精度の高い評価を求める層を獲
得することができる。

次に, 公務員は,「高関与型」より,（情報）提供・サービ
ス利用の度合い,オフライン（実店舗）の割合が少し高い。
比較的定時で就業し, 定期的に休暇が取れ, 会社員の営
業職的な接待が少なく一般的にこだわりが強いことを考え
ると, 役所や庁舎近くの「こだわりの店」のカテゴリーで構
成した有料会員サービスを設定して,もう少し情報探索の
ためのオンライン状況に誘導しなければならない。

さらに,「高関与型」と同様のレベルで,（情報）提供・サー
ビス利用のバランスが取れている「学生」については,オ
ンライン, 特に「評価投稿型」の要素に引っ張られ,オフラ
イン（実店舗）の度合いは低い。「学生」ゆえ時間や金
銭的側面に限りがあるものの,スマートフォンを始めとする
インターネット環境とは最も近い存在である。学校や最寄り
駅周辺 , 週末の繁華街などで「学生割引や特典を実施し
ている店」のカテゴリーで構成した有料会員サービスを設
定し,オフライン（実店舗）に何度も足を運ぶ仕組みが必
要である。

そして,（情報）提供・サービス利用グループ以外に, 実
店舗グループ, 探索グループがある。実店舗グループには,

「購買決定専門型」に近い経営者・役員 ,より情報探索
の要素が濃いい自営業と検索サイトとの関連が低い「低
関与型」, 近くに職種における「その他」が布置し, 全般
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的に実店舗利用の際に経営者・役員,自営業には購買決
定以外の, 低関与型の「その他」には, すべての因子に
ついて,オンライン環境への誘導が求められる。また, 探索
グループには,自由業 , 専業主婦 , 会社員（技術系・事務
系）がおり, 情報探索への偏りが見られるので,まずは, 魅
力ある割引, 特典を設定し, 購買決定につなげ情報探索
後購買決定型よりに誘導することが必要である。

VI. おわりに
本研究の目的は，飲食店検索サイトの有料会員サービ

スの利用形態を消費行動として捉え調査・分類するなか
で, 実店舗における外食サービス（オンライン）とインター
ネットで提供される情報サービス（オンライン）との関連を
明らかにすることである一次データ調査（アンケート）によ
り，消費行動の因子を抽出し，その因子をもとに利用者をク
ラスターに分類した。そのうえで，クラスターと職種のクロス
集計においてコレスポンデンス分析を行い職種と利用形態
との関連性を明らかにした。

分析結果から以下のような知見が得られた。第 1に，
検索サイトを利用しないと回答した集団を除き, 飲食店検
索サイトにおける，利用者の消費行動を，サイト内での操
作 11 項目について因子分析を行ったところ，「情報探索」，

「評価投稿」，「購買決定」の3つの因子を抽出した。第
2に，これらの3つの因子をもとにクラスター分析を行った
結果，6つの群に分類し，第 1クラスターを「情報探索専
門型」，第2クラスターを「高関与型」，第3クラスターを「低
関与型」，第 4クラスターを「情報探索後購買決定型」，
第5クラスターを「購買決定専門型」，第6クラスターを「評
価投稿専門型」と命名した。さらに,クラスター分析から抽
出した6つのクラスターと, 利用者の属性の一つである11
に区分けした職種のクロス集計から実施したコレスポンデ
ンス分析から, 基本的な機能である情報探索と付帯サー
ビスの利用との軸と,オフライン（実店舗）とオンライン（イ
ンターネット環境）の二つの軸があることが明らかになっ
た。そして,それらを散布図に落とし込んだ結果 ,「探索

グループ」,「実店舗グループ」,そして,「（情報の）提供・
（サービスの）利用」グループの３つのグループに分かれ
ることがわかった。

多数ある商品を対象とする購買行動のうちの情報探索
や情報発信についての研究が見受けられるなか, 飲食店
という一つのカテゴリーに絞り, 消費者の属性の職種との
関連性に踏み込んだことは, 理論的貢献と言える。さらに,
職種と利用形態のクロス集計 ,コレスポンデンス分析の結
果得られた散布図から, 各々の職種に関して個別のアプ
ローチの提案を行ったことは，実践的貢献と言える。

最後に，有料会員サービスが, 各検索サイトでも実施さ
れているなか, 実質の会員数や利用者がまだ少ない状況
において，職種別に利用形態も含めたサービスの提案が
できたことは，サイト運営会社のマーケティング戦略の構築
に寄与するものと考えられる。

今後の課題として，外食産業における飲食店検索サイト
と利用者との関係だけでなく，他の業種の市場における検
索サイトと利用者の関係にも適用することができるかが今
後求められる。さらには，利用者を職種以外の性別，年齢，
家族構成など属性を加味した分析も試みたい。

注

1） リードオンリーメンバー，ＲＯＭとも呼ばれる

2） 店舗経営 2016 年 10月版 

3） 今回のアンケート調査でのプレミアム会員であるという返答 14
名，全体比率 0.65％とほぼ同率である。
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